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Abstract 
The purpose of this study was to examine influential factors on involvement of youth in sports in two different school groups, 
junior high school and high school. The questionnaire had five criteria: demographics, significant others, past experience, 
satisfaction with school and physical education class, and attitude toward sports or physical activity. With the cooperation of 
the city in Japan, the questionnaires were randomly distributed to both junior high school and high school students. 
Uncompleted questionnaires were excluded from the analysis. The usable data for the analysis were 430 in junior high schools 
and 317 in high schools. In order to examine the characteristics of participants and non-participants, initially chi-square test 
was conducted. Then, logistic regression analysis was employed by the stepwise to investigate hierarchically the effects of 
factors on the involvement. As a result, there were distinctive characteristics between the participants and the non-participants 
at both school stages. With respect to the effects of the independent variables, significant influences of demographics on the 
involvement were recognized. Family as significant others did not influence the involvement at junior high school stage, but 
did at high school stage. Attitude, furthermore, had significant influence on the involvement in both school groups, statistically 
and its impact is assumed to be considerable; psychological variables need to be intensively examined in future studies. This 
study empirically demonstrated that influential factors were different in each school group. Moreover, logistic regression 
analysis is proved to be effective for studying sports involvement 
 
1. 緒言 
笹川スポーツ財団が行った「10 代のスポーツにライ
フに関する調査」報告書によれば、青少年のスポー
ツ実施率は成長するにしたがって落ち込んでいくこ
とが報告されている 1)。特に、我々が着目すべき点
は、青少年の運動・スポーツ実施率は、中学校から
高校へ進学する時に大幅に減少することであろう。
その一方で、工藤（2007）は、彼女自身が行った研
究の中では青少年の運動・スポーツ実施率は上昇し
ている事例があると述べている。また、工藤は近年
の青少年の運動・スポーツへの参与形態は多様にな
りつつあることも報告している。単に運動・スポー
ツをするだけでなく、スポーツの試合やイベントに
ボランティアとして参加する人も増えてきている 2)。 
 我が国では、学校で課外活動として、青少年が運
動・スポーツを楽しんでいる。つまり、日本におけ
る青少年のスポーツ活動は教育の一環として考えら
れている 3)。長積（2015）が指摘しているように、
運動・スポーツ活動の提供を教育というシステムに
組み込んでしまうことは、青少年が教育期間の移行
（例えば、小学校から中学校に進学する）する際に、
行っている運動・スポーツを継続することが困難に
なるという結果の原因になる 4)。例えば、小学校で
は野球をやっていた子が、進学した中学校に野球部
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がないということも起こりえる。もし、我々が人々
に生涯にわたって運動・スポーツの実施を楽しんで
もらいたいとし、そのためのスポーツ振興政策を立
案することを考えた場合には、教育システムの中に
運動・スポーツ活動の提供を位置付けた現在の状態
は望ましくないと言える。しかし、現在の教育シス
テムを短期間で変更し、新しい運動・スポーツを提
供するシステムを構築するのは不可能であろう。そ
こで、最初にどのような要因が青少年の運動・スポ
ーツの実施と継続に影響を与えているのかを調べる
べきであると考える。なぜなら、現在の運動・スポ
ーツ活動を提供する教育システムの中においても、
特定のスポーツを継続している青少年は存在してい
る。何の要因が、彼らが運動・スポーツを継続する
ことに影響を及ぼしているのかを知ることは、青少
年に対する有効なスポーツ振興案を提供することの
助けになるであろう。そこで、本研究の目的は、青
少年の運動・ポーツ実施の有無に影響を与える要因
を明らかにすることであるとした。 
2. 先行研究のレビュー 
本研究の目的を達成するために、スポーツへの社会
化について書かれたレビューを行なった。先行研究
をレビューする目的は、スポーツへの社会化に関す
る考えをまとめ、統合することにある。具体的には、
２つの文献に着目する。最初の文献は、Cote and Hay
（2002）によって書かれたものであり、そのタイト
ル は Children’s involvement in sport: A 
development perspective である 5)。もう一つの文献
は、McPherson and Brown（1988）によって書かれ
たものであり、そのタイトルは The structure, 
process, and consequences of sport for children で
ある 6)。これらの文献はスポーツへの社会化の概念
を青少年のスポーツの文脈において援用した研究で
あり、本研究に有効な視点を提供できるものと思わ
れる。 
 社会化は、個人がある特定のコミュニティ（集団
や組織など）のメンバーとなるために、必要とされ
るスキル、行動パターンの習得、そのコミュニティ
で大事にされている規範、価値観、動機を学習する
プロセスを意味するものである 7)。そして、スポー
ツへの社会化とは、運動・スポーツ実施者や消費者
として特定のスポーツにおける役割を公式に、また
は非公式に学習し、獲得していく過程のことである
6)。 
 幼少期から思春期にかけて、個人がある特定の競
技スポーツに関わっていく社会化の過程は３つの段
階に分けることができる 5)。最初の段階は、抽出の
段階（sampling stage）である。この段階は運動や
スポーツを経験していく段階であり、この時期に行
っている運動・スポーツの基本的な動作、ルールな
どを学んでいく。次に、専門化の段階（specializing 
stage）に入っていく。これは、抽出の段階で経験し
た運動・スポーツの中から特定の種目を選択するよ
うになる。そして、選択した種目における高度な技
術や知識を習得していく段階である。最後に投資の
段階（investing stage）にたどり着く。この段階で
は、一つ特定の競技種目を行うことに対して、好意
的な態度を保持し、その運動・スポーツに関わるた
めに個人の資源（お金、時間、個人的なエネルギー
など）を惜しみなく使う（投資する）時期である。
次の段階に移行するにしたがって、個人は心理的に
より彼らの運動・スポーツ実施に集中するようにな
る。例えば、抽出の段階では、幼児（個人）は運動・
スポーツを行う楽しみに興味を覚えるが、専門化の
段階に入るようになると、スポーツの技術や知識の
習得からくる喜びや達成感などが彼らの最大の関心
事となる。 
 補足すると、これらの３つの段階において、個人
が運動・スポーツの実施からドロップアウトするこ
とも指摘されている。ドロップアウトした個人が、
競技スポーツからレジャー・レクリエーションの要
素が強い（勝敗を気にしないなど）種目に転向する
こともある 5)。 
 青少年がスポーツ参与を通してスポーツにおける
役割を獲得する社会化の過程に注目した。彼らが強
調することは、青少年のスポーツ参与は２つの関係
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性から決定されることである 6)。２つの関係性とは、
社会構成と社会化の過程との関係性と、社会カテゴ
リーと社会化の過程との関係性である。社会構成は
社会・文化制度によって形成される。社会・文化制
度とは家庭や青少年が所属している学校などである。
これらの社会・文化制度は、社会化の過程に影響を
与える規範や価値を反映するものである。つまり、
どの程度青少年がスポーツに関わっていくのかは、
彼らが所属している社会・文化制度に大きく依存す
る。同様に、性、人種、社会階層などの社会カテゴ
リーも社会化の過程に影響を与えると考えられてい
る。青少年が生まれながらに、または後天的に所属
している社会カテゴリーはスポーツ参与に影響を及
ぼしていることが考えられている。例えば、黒人の
アメリカ人の女性は、性別や社会階層ゆえに男性と
比較してスポーツに関わることを動機づけられない
6)。 
 Cote and Hay（2002）と McPherson and Brown
（1988）の文献に共通することはスポーツへの社会
化の概念を援用することの有効性を主張しているこ
とである。McPherson and Brown は、運動能力が
同じであるにも関わらず、運動・スポーツに積極的
に関わる者がいる一方で、全く実施しない者もいる
ことに着目した。彼らは、なぜこのような現象が起
こるのかということを、部分的ではあるが、スポー
ツへの社会化の概念が説明できると主張した。加え
て、青少年が運動・スポーツ実施を継続し、高いレ
ベルのスポーツ技術を獲得するために、彼らは長期
間にわたって動機付けられるべきだというのが、
Cote and Hay（2002）の主張である。それゆえに、
青少年がスポーツに参与していく過程に注目する概
念であるスポーツへの社会化を適用することは意味
のあることだと考えられる。 
 McPherson and Brown（1988）と Cote and Hay
（2002）は、青少年の運動・スポーツ実施を研究す
る際にスポーツへの社会化を援用することを推奨し
たが、この両者の間には違いも存在する。Cote and 
Hay（2002）はスポーツへの社会化を発達心理学的
な視点から説明している。彼らは、青少年個人の内
面的反応に注目している。青少年が成長にするにし
たがって、青少年の運動・スポーツ実施者は心理状
態を発達させる。つまり、スポーツを単に楽しむ状
態から、熟練を要する高度なスポーツの技術習得を
望む状態に移行する。一方で、McPherson and 
Brown（1988）は社会学の概念を用いることでスポ
ーツへの参与に影響を与える要因を明らかにしよう
と試みた。社会集団の影響、または青少年と社会・
文化制度の関係性が、青少年がスポーツを初め、継
続する機会がどの程度与えられるのかに影響を与え
ていると示唆されている。 
 これまで McPherson and Brown（1988）と Cote 
and Hay（2002）の文献に着目してきた。まとめる
と、スポーツへの社会化は、青少年の運動・スポー
ツへの参与を研究する際に有効な概念である 5)6)。ス
ポーツへの社会化の過程は（発達）心理学的要因と
社会学的要因が複雑に絡まり合って形成されている。
スポーツへの社会化の過程の中で、青少年は彼らを
取り巻く家族や学校などからスポーツを行うための
機会を与えられ、スポーツを行い、それを継続する
よう動機付けられる。つまり、社会・文化制度や社
会カテゴリーが青少年のスポーツへの参与と最終的
には彼らのスポーツに対する心理状態をも決定づけ
る。 
3. 分析の枠組み 
ここでは、先行研究のレビュー簡潔にまとめつつ、
分析の枠組みを提示したい。本研究では、日本にお
ける青少年（中学生と高校生）のスポーツ実施に影
響を及ぼす要因を特定するために、スポーツへの社
会化の概念を援用する。社会化を援用した枠組みは、
これまでのスポーツ実施者を対象にした研究におい
ても援用されている 6)8)。Kenyon and McPherson と
McPherson and Brown は、運動・スポーツに高い
レベルで関与する人がいる、その一方で、全く運動・
スポーツを実施しない人もいることに注目した 6)8)。
これは、スポーツ実施に関して、学習のプロセスが
異なると考え、スポーツへの社会化をスポーツプロ
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モーション研究に積極的に援用されるべきだと説い
た。この Kenyon and McPherson（1973）の研究以
降、スポーツ実施者の研究が盛んに行われ、スポー
ツへの社会化の概念を援用することが有効であるこ
とも示唆されてきている。例えば、英国の青少年を
対象にした先行研究では、青少年がスポーツ・コミ
ュニティのメンバーとして、他のメンバーから期待
されている役割を学び、獲得していくプロセスを質
的に明らかにした 9)10)。これらの研究結果を踏まえ、
Kenyon and McPherson（1973）同様に、スポーツ
への社会化の概念の援用を主張した。 
 Kenyon and McPherson（1973）によれば、スポ
ーツへの社会化を促進する要因としてあげられるの
が、（1）個人の特性（personal attribution）（2）重
要な他者（significant others）（3）社会化の状況
（socializing situation）であるとされている。本研
究では、この 3 要因を社会心理学と社会学で用いら
れている調査項目を援用することで測定し、評価す
ることとした 8)。 
 
4. 研究方法 
4.1 サンプリング 
東海地方にある A 市と教育委員会の協力を得て、A
市内の中学校と高校に質問用紙を配布した。対象と
なった学校は、地域の特性を踏まえて選択された。
学校の担当教員がアンケート実施の説明を受けたの
ち、特定の時間に調査は行われた。質問用紙は直接
学生に手渡しで配布され、担当教員の指導の元で回
答は行われた。学生が回答を終わった後、担任教員
が責任をもって調査用紙を回収した。分析の信頼性
と妥当性を高めるために、ほとんどの質問項目に回
答していない対象者（例えば、質問用紙の半分に回
答をしていないなど）は本研究の分析からは除外し
た。本研究の分析に使用したサンプル数は中学生が
477 名、高校生が 317 名であった。 
4.2 測定項目 
調査用紙は５つの指標を測定するように作成された。
５つの測定指標とは、個人のデモグラフィクス、重
要な他者、過去の運動・スポーツ実施の有無、現在
の生活における満足度、そして、運動・スポーツ実
施に対する態度である。これらの指標は、笹川スポ
ーツ財団が行っている調査 1)と先行研究をもとにし
ている 11)。全ての測定項目はカテゴリー化によって
処理できるように質問用紙を作成した。各項目の具
体的な測定の仕方は以下の通りである。 
 
z 個人的特性 
• 性別：男性＝０、女性＝１ 
• 学年：１年生＝１、２年生＝２、３年生＝
３ 
z 重要な他者 
• 家族における運動・スポーツ実施者の有
無：いる＝０、いない＝１ 
z 過去の運動・スポーツ経験 
• 前学校期（中学生は小学校期、高校生は中
学校期）の運動・スポーツ実施の有無：行
なっていた＝１、行なっていたが途中でや
めた＝２、行なっていなかった＝３ 
z 現在の生活における満足度 
• 学校生活における満足度：とても満足して
いる＝１、満足している＝２、不満である
＝３ 
• 運動・スポーツにおける満足度：とても満
足している＝１、満足している＝２、不満
である＝３ 
z 運動・スポーツ実施に対する態度 
• 運動・スポーツ実施に対する態度：高い＝
１、中間＝２、低い＝３ 
 
4.3 分析方法 
まず、全ての測定項目とスポーツ実施者と非実施者
の連関を調べるために、測定項目を独立変数、スポ
ーツ実施者と非実施者のカテゴリーを従属変数とす
るクロス集計を作成し、カイ 2 乗検定を行った。 
 次に、運動・スポーツの実施を従属変数とするロ
ジスティック回帰分析を行なった。ロジスティック
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回帰分析の最初の手順として、中学校期と高校期の
各期で、スポーツ非実施者に対する実施者のオッズ
比を求めた。これはクロス集計におけるカイ 2 乗検
定は、独立変数と従属変数間に何らかの連関がある
ことを確認するためのものであり、カイ 2 乗検定ス
ではポーツ実施にどの要因が影響を与えているかま
では明らかにならないからである 12)。オッズ比の算
出は、カイ 2 乗検定を補完するものであると期待で
きる。 
 オッズ比の算出を行った後、独立変数の回帰係数
を求めた。本研究の分析の枠組みでは、運動・スポ
ーツの実施は従属変数として設定し、他の変数を運
動・スポーツ実施に影響を与えうる独立変数として
設定した。先行研究に倣い 11)、ロジスティック回帰
分析はステップワイズ法を用いて行われた。 
5. 結果 
表１は対象者の特性を示している。中学校期と高校
期の両方において、全対象者は運動・スポーツの実
施者と非実施者の２つに分類された。実施者と非実
施者の差異を検討するために、カイ 2 乗検定を行な
った。中学校期の結果を見てみると、性別、学年、
過去の運動・スポーツ実施経験、学校生活における
満足度、運動・スポーツ実施に対する態度において
統計的に有意な連関が見られた。特に、学年（χ
2=23.314, p<.001）と運動・スポーツ実施に対する
態度（χ2=39.646, p<.001）では、比較的大きな連
関が見られた。 
 高校期の結果について、性別、学年、重要な他者、
過去の運動・スポーツ実施経験、
 
運動・スポーツ実施に対する態度において統計的に
有意な連関が見られた。ここで特に注目したいのは、
重要な他者と過去の運動・スポーツ実施経験である。
中学校期では重要な他者の項目において、統計的に
有意な連関は見られなかったが、高校期の結果にお
いては有意な連関見られた。青少年が高校期におい
て、運動・スポーツを実施するかしないかに重要な
他者が何らかの影響を与えていることが考えられる。
次に、過去の運動・スポーツ実施であるが、対象者
317 人のうち 275 人が中学校期で何らかの運動・ス
ポーツを実施していたと答えている。しかし、その
うちの 135 人が高校では実施していない。この結果
は、学校期が上がっていくに連れて、運動・スポー
ツ実施率が減少していくと報告した笹川スポーツ財
団の調査結果 1)と同様である。 
 
表 2 はステップワイズ法によるロジスティック回帰
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分析の結果を示したものである。全ての独立変数が
従属変数（運動・スポーツへの実施の有無）に与え
る影響（効果量）を調べるために、独立変数は順に
回帰モデルへ投入された。中学校期の結果では、独
立変数を投入していくごとに Cox and Shell の決定
係数の値が上昇した。この Cox and Shell の決定係
数はステップワイズ法によるロジスティック回帰分
析におけるモデルの当てはまりを示すものである。
この Cox and Shell の決定係数は擬似決定係数と言
われるものであり、1.0 を超えることもある。つまり、
中学校期の結果では、全ての独立変数を投入したモ
デルが一番当てはまりの良かったものと言える。高
校期の結果を見てみると、中学校期の結果同様に、
Cox and Shell の決定係数は独立変数を投
 
入するたびに上昇した。最も値が高くなったのは、
全ての独立変数が投入された時であり（step5）、高
校期においても step5 のモデルの当てはまりが良か
ったと言えよう。 
 表２には、独立変数の偏回帰係数も示してある。
中学校期と高校期ともに、step5 のモデルの当てはま
りがよかったことから、ここでは step5 のモデルの
みに着目する。中学校期では、運動・スポーツ実施
の有無に影響を与えている変数は学年と運動・スポ
ーツ実施に対する態度であった。高校期の結果を見
てみると、運動・スポーツ実施の有無に影響を与え
た変数は、性別、学年、重要な他者、運動・スポー
ツ実施に対する態度であった。中学校期と比較して
みると、影響を与えている変数が増えていることが
示された。次に各独立変数の偏回帰係数を解釈する
ために、次にオッズ比を見てみることとする。 
 表 3 はオッズ比の結果を示したものである。オッ
ズ比の算出の仕方として、各独立変数の中で参照カ
テゴリーを設定し、それに対するオッズ比を求めた。
中学校期の結果を例にとれば、男性のオッズ比は
1.459 であり、女性のオッズ比は 1.000 となっている。
これは、男性（運動・スポーツ実施の有無）の女性
に対するオッズ比を求めたという意味であり、男性
のオッズ比は女性を軸に考えられているため、女性
は男性の参照カテゴリーである。オッズ比が統計的
に有意かどうかを判断するのに以下２つの
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数値を参照した。一つ目は、オッズ比の値そのもの
が１以上であることであり、二つ目は、95%信頼区
間に１以上であることである。 
 統計的に有意であった偏回帰係数をより解釈する
ために、オッズ比を検討する。中学校期のロジステ
ィック回帰分析で運動・スポーツ実施の有無に影響
を与えていた変数は、学年と運動・スポーツ実施に
対する態度であった。中学校期の学年におけるオッ
ズ比を見てみると、３年生を参照カテゴリーとし、
１年生のオッズ比は 5.070（95%CI=2.374-10.954）、
２年生のオッズ比は 3.297（95%CI=1.475-7.352）で
あった。これは、3 年生と比較した時、1 年生は 5.070
倍、2 年生は 3.297 倍運動・スポーツ実施を行って
いることを意味する。運動・スポーツ実施に対する
態度のオッズ比は、低い群を参照カテゴリーとした
時の高い群のオッズ比 8.002（95%CI=3.088-20.734）、
中間群のオッズ比 2.058（95%CI=.979-4.325）であ
った。中間群のオッズ比は信頼区間の最小値は.979
であり（95%CI が 1 以下）、統計的に有意なもので
あるとは認められなかった。高い群は、低い群と比
較してより運動・スポーツを実施することが示唆さ
れた。 
 高校期における結果では、ロジスティック回帰分
析で運動・スポーツ実施の有無に有意に影響を与え
た変数は、性別、学年、重要な他者、運動・スポー
ツ実施に対する態度であった。表 3 に記載されてい
る順にオッズ比を見ていく。まず、性別では女性を
参照カテゴリーとし、男性のオッズ比は 1.241
（95%CI=1.845-6.482）となった。中学校期では認
められなかった性別の影響が何らかの影響を与えて
いることが示唆される結果となった。学年では３年
生を参照カテゴリーとした。その際の１年生のオッ
ズ比は 4.977（95%CI=2.214-11.192）、２年生のオッ
ズ比は 2.885（95%CI=1.329-6.263）と算出された。
中学校期と同様に、学年が上がるにつれて、運動・
スポーツを行わなくなってきている。重要な他者で
は、現在、家族で運動・スポーツ実施していない群
を参照カテゴリーとした時、いる群のオッズ比は
2.222（95%CI=1.204-4.102）であった。家族の中に
何かしらの運動・スポーツを行っている人がいると
回答した対象者が、そうでない対象者と比較して
2.222 倍も運動・スポーツを実施していることが明ら
かとなった。最後に、運動・スポーツ実施に対する
態度では、低い群を参照カテゴリーとし、高い群と
中間群のオッズ比を求めた。高い群のオッズ比は
15.987（95%CI=5.283-48.374）であり、中間群のオ
ッズ比は 4.317（95%CI=1.502-12.408）であった。
運動・スポーツ実施に対して好意的な態度を形成す
るほど何らかの運動・スポーツを実施することが示
された。 
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6. 考察とまとめ 
本研究の目的は、青少年の運動・ポーツ実施の有無
に影響を与える要因を明らかにすることであった。
特に、中学校期と高校期に着目し、５つの測定指標
を基に独立変数を設定し、運動・スポーツ実施の有
無を従属変数とするロジスティック回帰分析を行っ
た。今から本研究の貢献をあげつつ、考察を行って
いきたい。 
 本研究の貢献については、以下の二つがあげられ
よう。１つ目の貢献として、スポーツへの社会化の
概念を援用することが、青少年の運動・スポーツ実
施の有無に与える要因を調べる際の有効なツールで
あると示したことである。分析結果より、中学校期
と比較して、高校期における運動・スポーツ実施が
より多くの要因から影響を受けていることが示唆さ
れた。興味深いことは、中学校期では有意に認めら
れなかった重要な他者の影響が、高校期の結果では
有意に認められたことである。高校期の結果では、
男性が女性よりも有意に運動・スポーツを実施して
いることが定量的に示された（女性を軸とした男性
のオッズ比は 2.222）。これの結果は青少年を取り巻
く社会・文化制度のあり方が、青少年に対して運動・
スポーツを実施及び継続するための機会を提供する
という McPherson and Brown（1988）の指摘を支
持するものでもある。また、高校期で女性に対する
男性のオッズ比が高かったことも、社会カテゴリー
とスポーツへの社会化の過程の間に関係性があると
した先行研究の結果 6)も支持している。性別の影響
が中学校期で認められなかったのは、性別という社
会カテゴリーに基づく規範、価値、常識（イデオロ
ギー）などを、個人が知覚し、理解しはじめるのが
中学校期から高校期に移行する段階であるのかもし
れない。もしくは、教育期間単位で運動・スポーツ
を実施するという日本のシステムでは、中学校期の
運動・スポーツに関係する制度（例えば、部活動な
ど）が女性の運動・スポーツ離れを防いでいるとい
う解釈も可能であるかもしれない。社会・文化制度
とスポーツへの社会化の過程、社会カテゴリーとス
ポーツへの社会化の過程の関係をどう理解するのか、
またそれらの影響をどう測定するのかという点につ
いては、将来の研究の課題として考える必要がある。 
 社会学的要因（変数）の考察だけでなく、心理学
的要因の考察もするべきであろう。本研究の結果か
ら、中学校期と高校期ともに運動・スポーツ実施に
対する態度を好意的に形成している人ほど運動・ス
ポーツを実施していることが明らかとなった（表 2、
3 を参照）。Cote and Hay（2002）は、個人が運動・
スポーツへ社会化される過程は３段階（抽出の段階、
専門化の段階、投資の段階）あり、段階を経るごと
に特定のスポーツに対する心理的な側面（信念や態
度など）も強化されると主張している 5)。どのよう
に青少年が形成している運動・スポーツ実施に対す
る態度が、実際の行動に影響を与えたかは明らかに
はなっていないが、少なくとも、本研究の結果から
Cote and Hay（2002）が指摘するように 5)、青少年
の態度などの心理的変数に注目する必要は示された
と言えよう。 
 ２つ目の貢献として、ロジスティック回帰分析が
（青少年の）運動・スポーツ実施を調べる際に効果
的な分析方法であることを部分的ながら示せたこと
である。態度などの心理学的な変数を測定する場合、
一つの概念を測るために複数の項目を設定すること
は珍しいことではない。しかし、調査対象者に多く
の質問項目が記載された質問用紙に回答することは
かなりの労力を強いるものでもある。また、多くの
測定項目に回答しなければいけないような状況では、
対象者が適当に回答してしまう可能性もある。その
ため、特に本研究のように中学生や高校生を対象に
する場合には対象者の負担を減らすことは考えられ
なければならない。本研究で使用したような比較的
簡単な質問用紙を用いることは対象者の負担を減ら
すための有効な手段であり、ロジスティック回帰分
析はカテゴリカルデータを扱う分析手法であるため、
その助けとなることが期待される。 
 最後に本研究の限界と将来の研究課題について述
べて本稿を終わりとしたい。本研究の限界として、
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McPherson and Brown（1988）が指摘するように、
スポーツへの社会化は、個人を取り巻いている社
会・文化制度や、社会カテゴリーがどのように考え
られているのかに大きく影響を受ける 6)。本研究で
は、基本的な測定項目を使用したのみであり、スポ
ーツへの社会化に影響を与えていると考えられる要
因を考慮しきれていない。例えば、デモグラフィク
スでは性別と学年を測定した。しかし、家庭内の収
入状況なども今後の研究では含まれるべきであろう。
また、大企業の工場がある地域などは移民の割合が
比較的高い（例えば、浜松市など）。調査をする地域
によっては人種や民族といった要因にも注目する必
要がある。重要な他者についても、今回は家族のみ
に限定しているが、友人、指導者、もしくはメディ
アなどといったところにも焦点を当てていくべきで
ある。 
 本研究では、東海地方の一つの市を対象にした研
究である。東京を中心とする首都圏や大阪を中心す
る関西都市部では、青少年の運動・スポーツ実施に
影響を与える要因は異なるかもしれない。また、日
本は南北に長い国土であるために、気候などの影響
も十分に受けることも考えられる。今後は、幅広く
サンプリングを行なっていくべきなのであろう。 
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